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結果関連関与が意思決定における
ネガティビティ・バイアスの強度に及ぼす影響
――将来自己と心理的安全装置の関連――
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Abstract：本研究は，意思決定におけるネガティビティ・バイアスの強度の非一貫性を説明する変数として
結果関連関与を導入し，「結果関連関与が高い意思決定の方が結果関連関与が低い意思決定に比べネガティビ
ティ・バイアスが強くなる」という仮説を検討することにより，その説明力を検証した。質問紙実験におい
て，結果関連関与高条件と結果関連関与低条件の２条件を設定し，２つの選択肢のうち一方を選択する選択課
題と，決定において重視した情報があればそれを指定する重視情報指定課題を実施した。分析の結果，仮説は
支持された。そして，結果関連関与が意思決定に際しての心理的安全装置の作動を規定する可能性について議
論された。
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意思決定とは複数の選択肢に関して情報探索を行い，
その情報を評価・統合した上で，ある選択肢を採択する
ことである（竹村，１９９６）。意思決定をこのように定義
するのであれば，我々の人生は意思決定の繰り返しであ
るといえよう。よって，意思決定に関わる諸現象につい
て研究することは，我々の人生の質を向上させることに
貢献するといった意味で意義のあることといえよう。
意思決定をする際には様々な情報を処理すると考えら
れるが，その情報は選択者にとってよい情報（ポジティ
ブ情報）もあれば悪い情報（ネガティブ情報）もあるだ
ろう。以下，本研究では，意思決定におけるポジティブ
情報を，選択肢の望ましさを高め，その選択肢の採択を
促進するような情報とする。一方，意思決定におけるネ
ガティブ情報を選択肢の望ましさを低め，その選択肢の
採択を抑制するような情報とする。そして，意思決定に
おけるニュートラル情報を選択肢の望ましさを高めも低
めもせず，その選択肢の採択を促進も抑制もしないよう
な情報とする。
ところで，意思決定におけるネガティブ情報の処理に
関わる現象として，ネガティビティ・バイアス（Negativ-
ity bias）が存在する。ネガティビティ・バイアスと
は，ネガティブ情報がポジティブ情報よりも注意を受け
たり，重視をされたりすることである（Rozin & Royz-
man，２００１）。ネガティビティ・バイアスは様々な情報
処理場面において，その生起が実証されており（e.g.，
Anderson，１９６５；De Bruin & Van Lange，１９９９；Fiske，
１９８０；Hansen & Hansen，１９８８；Pratto & John，１９９１；
Singh & Teoh，２０００），投票行動という意思決定におい
てはネガティブ情報がより重要な役割を果たすことが示
されている（Argones，１９９７；Klein，１９９１）。また，意
思決定現象を扱うプロスペクト理論（Kahneman & Tver-
sky，１９７９；Tversky & Kahneman，１９９１）において仮定
されている価値関数では，損失の傾きが利得の領域より
も急になっている。このことは損失忌避（loss aver-
sion），すなわち損失（ネガティブ情報）の方が利得
（ポジティブ情報）よりも影響力があることを示してい
る。
Abelson & Kanouse（１９６６）やKanouse & Hanson（１９７２）
が指摘しているように，様々な要素からなっている全体
を考えたときに，一部のネガティブな要素が他の要素及
び全体に与える影響力がポジティブな要素に比べて大き
いことや Kanouse & Hanson（１９７２）やWojciszke，Bry-
cz，＆ Borkenau（１９９３）が指摘しているように，ネガ
ティブな事象によってもたらされた影響は，ポジティブ
な事象によってもたらされた影響よりも取り消せる可能
性が少ないことを勘案すると，ネガティブな情報は特に
注目をすべき情報であるといえるだろう。もし，そのよ
うに考えられるのであれば，意思決定におけるネガティ
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ビティ・バイアスは人間にとっての１つの適応装置とし
てみることができよう。実際に Baumeister，Bratslav-
sky，Finkenauer，＆ Vohs（２００１）や Rozin & Royzman
（２００１）はネガティビティ・バイアスの適応的意義を主
張している。
ただし，先行研究においては，このネガティビティ・
バイアスの強度が必ずしも一貫しないことが示唆されて
いる。Beisswanger，Stone，Hupp，＆ Allgaier（２００３）
では，研究協力者に２つの対人行動の選択肢のうち１つ
を選択するという意思決定課題を与えている。この時，
研究協力者は自分の対人行動を決める条件（自己決定
群）と他者の対人行動を決める条件（他者決定群）に分
かれている。そして，それぞれの研究協力者に選択に影
響を与えた要因について自由記述によって回答を求めて
いる。その結果，全体としてあげられた要因数におい
て，両群に差はなかったが，ネガティブな要因をあげた
数については，自己決定群の方が他者決定群よりも有意
に多いという結果を報告している。更に，自己決定群の
方がリスク回避的な行動を示すことも報告している。リ
スク回避的な行動が必ずしもネガティビティ・バイアス
の生起を示しているわけではないと考えられるが，リス
ク回避的な行動をとったということは，失敗した時に生
じるネガティブな結果，すなわちネガティブ情報を重視
して行動を選択したという可能性を示唆していると考え
ることもできよう。更に，Beisswanger et al．（２００３）
では，「人生への影響度（life−impact）」を，人生への影
響度が高い条件（high life−impact条件）と人生への影
響度が低い条件（low life−impact条件）の２条件を用い
て操作し，研究協力者に自身の対人行動についての選択
を行わせている。その結果，high life−impact条件の方
がよりリスク回避的な行動を示したことを報告してい
る。また，Slovic（１９６９）は，研究協力者に結果が研究
協力者の損得に関係するギャンブル課題とそうでないギ
ャンブル課題を行わせた。その結果，前者のギャンブル
課題の方が，研究協力者はリスク回避的になるというこ
とを報告している。
このように，先行研究においては，意思決定における
ネガティビティ・バイアスの強度が必ずしも一貫しない
ことが示唆されている。それでは，どのようにして，こ
の意思決定におけるネガティビティ・バイアスの強度の
非一貫性を説明できるのであろうか。本研究では，結果
関連関与（Outcome−relevant involvement；Johnson &
Eagly，１９８９）がその非一貫性を説明する変数，すなわ
ち意思決定におけるネガティビティ・バイアスの強度に
影響を及ぼす変数である可能性について検討する。結果
関連関与は，問題関与（Issue involvement），個人的関
与（Personal involvement）とも呼ばれる概念であり
（Johnson，１９９４），説得や態度変容といった研究領域で
議論されている概念であるが，Verplanken & Svenson
（１９９７）は結果関連関与が意思決定においても援用でき
る概念であるとしている。なお，本研究では，先行の議
論（deTurck，Chih，＆ Hsu，１９９９；Johnson，１９９４；
Johnson & Eagly，１９８９；Maio & Olson，１９９５；Park，
Levine，Westerman，Orfgaen，＆ Foregger，２００７；Petty
& Cacioppo，１９７９；Petty & Cacioppo，１９８６；Verplanken
& Svenson，１９９７）を踏まえ，意思決定における結果関
連関与を，「その意思決定の結果が意思決定者の将来に
及ぼす影響の程度を表すもの」と定義する。
本研究において，結果関連関与を意思決定におけるネ
ガティビティ・バイアスの強度に影響を及ぼす変数とし
て導入する理由は，上述した Beisswanger et al．（２００３）
と Slovic（１９６９）は，結果関連関与を操作している点で
一致すると考えられるからである。まず，Beisswanger
et al．（２００３）の他者の対人行動の決定（他者決定群）
や Slovic（１９６９）の仮想のギャンブル課題における意思
決定というのは，直接的には自分の将来には影響を及ぼ
さないと考えられる。よって，Beisswanger et al．
（２００３）の他者決定群における意思決定と Slovic（１９６９）
の仮想のギャンブル課題における意思決定は，結果関連
関与が低いもしくは無い意思決定であると考えられよ
う。更に，Beisswanger et al．（２００３）の「人生への影
響度（life−impact）」を操作した実験では，より明確に
結果関連関与の高度を操作した実験として捉えることが
できよう。すなわち，high life−impact条件は結果関連
関与の高い意思決定状況，low life−impact条件は結果関
連関与の低い意思決定状況として捉えることができよ
う。
このように Beisswanger et al．（２００３）と Slovic（１９６９）
は結果関連関与を操作しているものとして捉えることが
できよう。そして，それぞれの結果から，結果関連関与
が高い意思決定の方がよりネガティビティ・バイアスの
強度が強くなることが予想される。
以上を踏まえ，本研究では，状況によるネガティビテ
ィ・バイアスの強度の非一貫性を説明する変数として，
結果関連関与に着目する。そして，「結果関連関与が高
い意思決定の方が結果関連関与が低い意思決定に比べ，
ネガティビティ・バイアスが強くなる」という仮説を検
討することにより，結果関連関与が，意思決定における
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ネガティビティ・バイアスの強度の変動を説明し得るか
否かを検証する。
方 法
研究協力者
研究協力者は大学生５９名であった。回答に不備のある
データの除外（７名分）や後述するマニュピレーショ
ン・チェックによるデータの除外（５名分）の結果，分
析に使用するデータは４７名分であった。
質問紙の構成
実験は質問紙を用いて行われた。質問紙には，「選択
課題」と「重視情報指定課題」「各属性の重視度の測定
項目」が記載されていた。ネガティビティ・バイアスの
強度の指標の説明も含め，以下，それぞれについて詳述
する。
選択課題 選択課題は結果関連関与高条件用の課題と
結果関連関与低条件用の課題があり，研究協力者は両課
題とも行った。研究協力者は，図１のような候補 Aと
候補 B及びそれぞれの候補の情報が記載された図を呈
示された。そして，記載されている情報を参考に，結果
関連関与高条件では「もし就職をするなら二つの候補の
うちどちらがよいか」という就職先の選択課題，結果関
連関与低条件では「もしアルバイトをするなら二つの候
補のうちどちらがよいか」というアルバイトの選択課題
を，図中のどちらかの候補を丸で囲むという回答形式に
より行った。なお，図１の例は，結果関連関与高条件
（「就職先の決定」）の選択課題であり，候補 Bが選択さ
れている。
両条件の選択課題の内容は，「意思決定者の将来への
影響度」に関する予備調査の結果を基に設定されたもの
であった。また，図１にあるように，「就職先の決定」
という選択課題の場合，呈示される情報の属性は，「労
働条件」「会社の安定性」「仕事のやりがい」を用いた。
下村（１９９６），下村・堀（１９９４）において，就職先の決
定には，これらの属性が考慮されることが報告されてお
り，これらの属性を候補の情報として呈示したことは妥
当であるといえよう。一方，「アルバイト先の決定」と
いう選択課題の場合，呈示される情報の属性は，「労働
条件」「仕事場の雰囲気」「仕事内容の好ましさ」を用い
た。
各選択課題において呈示される情報の属性も，予備調
査の結果を参考にしたものであった。選択課題は各条件
２７試行あり，全部で５４試行あった。
重視情報指定課題 重視情報指定課題は，選択課題の
１試行が終わるたびに行われるもので，どちらの候補が
よいかを決める際に特に重視した情報があれば，図中の
その情報を丸で囲むという形式で，その情報を指定する
というものであった。指定する情報はどちらの候補の情
報でもよく，指定数に制限はなかった。なお，図１の例
では候補 Aの「仕事のやりがいが全くない」という情
報が選択されている。重視情報指定課題も各条件（結果
関連関与高条件・結果関連関与低条件）２７試行あり，全
部で５４試行であった。こちらも，選択課題同様，研究協
力者は両条件とも行った。
両課題における呈示情報のパターン 両課題において
呈示される候補 A，Bの情報のパターンは，図２のよう
に，全部で２パターンであった。図中の各符号は情報が
どの程度ポジティブまたはネガティブな情報であるのか
ということを示し，＋が「ポジティブ情報」，－が「ネ
ガティブ情報」，±がニュートラル情報を表し，＋の数
や－の数が増える程，よりその程度が強いことを示して
いる。「総得点」は「－－」を－２点，「－」を－１点，
「±」を０点，「＋」を＋１点，「＋＋」を＋２点とした
ときの，各候補の総和を示している。なお，実際に呈示
候補 A 候補 B
労働条件 少し良い 少し良い
会社の安定性 かなり高い 高くも低くもない
仕事のやりがい 全くない まぁまぁある
強ネガティブ情報
パターン
弱ネガティブ情報
パターン
候補 A 候補 B 候補 A 候補 B
属性１ ＋ ＋ ＋ ＋
属性２ ＋＋ ± ＋ ±
属性３ －－ ± － ±
総得点 １点 １点 １点 １点
総組み合わせ数 １８個 ９個
図１ 選択課題・重視情報指定課題例
結果関連関与高条件（就職先の決定）の場合
＊図は，候補 Aが「労働条件が少し良く，会社の
安定性がかなり高く，仕事のやりがいが全くな
い」就職先の候補，候補 Bが「労働条件が少し
良く，会社の安定性が高くも低くもなく，仕事
のやりがいがまぁまぁある」就職先の候補とい
うことを表している。
図２ 呈示される情報のパターン
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される情報は，予備調査を踏まえたその符号に対応した
情報を表す言葉（例：全くない）となっていた１）。「属
性１」や「属性２」，「属性３」も実際に呈示する際に
は，何の属性（例：「労働条件」）についての情報である
のかを示すものとなっていた。「総組み合わせ数」は，
パターンに従い，全ての組み合わせを行った場合の総組
み合わせ数（それぞれのパターンの試行数）を示してい
る。
図２にあるように両パターンとも，総得点は同値であ
るが，含まれるネガティブ情報が「－－」か「－」であ
るかという点で分離してある。ネガティブ情報の強度が
結果に何らかの影響を与える可能性もあるため，分析に
おいても，このパターンは分離し，分析を行う。なお，
以下，「－－」が含まれているパターンを「強ネガティ
ブ情報パターン」，「－」が含まれているパターンを「弱
ネガティブ情報パターン」と記載する。
質問項目の配置と候補内容の入れ替え 研究協力者
に配布された質問紙は全て同じ内容が含まれていたが，
順序効果を防ぐ為に，「結果関連関与高条件」に関する
課題を先に行うパターンと「結果関連関与低条件」に関
する課題を先に行うパターンの全２パターンを用意し
た。また，上記の呈示情報のパターン（図２）では，候
補 Aにネガティブ情報が含まれるとしている。候補 A
にのみネガティブ情報が含まれた場合では，ネガティブ
情報を有する候補を常に避ける研究協力者は毎回候補 B
を選択することになる。そのようになった場合，連続し
て候補 Bを選び続けることに抵抗を感じる研究協力者
がいるかもしれない。そこで，実際の質問紙では，全体
的にみて候補 Aと候補 Bにおおよそ同じ程度にネガテ
ィブ情報が含まれるように配慮した。なお，この配慮に
よって，２パターンの呈示形式ができた。よって，上記
の順序効果に配慮した２パターンとの組み合わせによ
り，全部で２×２の４パターンの質問紙が存在した。た
だし，以下の分析では，候補 Aが毎回ネガティブ情報
を含んでいるものとして扱えるように処理をした。
ネガティビティ・バイアスの強度の指標 本研究で
は，上述した選択課題及び重視情報指定課題を用いてネ
ガティビティ・バイアスの強度を測定するが，その際に
使用する指標は以下の２つである。まず，選択課題であ
るが，本研究では，意思決定においてネガティビティ・
バイアスの強度が高まった場合，候補 A，Bの総得点は
同じであるにも関わらず，候補 Aのネガティブ情報
（「－－」または「－」）がより重視され，ネガティブ情
報を有していない候補 Bの選択率がより高まると仮定
する。この仮定のもとに，本研究では，候補 Bの選択
率（以下，「候補 B選択率」と記載）をネガティビテ
ィ・バイアスの強度の指標の１つとした。
次に重視情報指定課題であるが，ここでは指定された
情報がネガティブ情報のみである試行の割合（以下，
「ネガティブ情報指定率」と記載）をネガティビティ・
バイアスの強度の指標の１つとした。
各属性の重視度の測定項目 意思決定を行う際にはい
くつかの方略があるが，その１つに辞書編纂（lexico-
graphic）型というものがある。これは，自分が最も重
視する属性を比較し，その属性における評価が高い候補
を選択するというものである（竹村，１９９６）。もし，今
回のような実験状況においてある１つの属性の重視度が
突出していた場合，研究協力者はネガティブ情報かポジ
ティブ情報かに関わらず，どのような場合であっても，
単にその重視している属性の評価によって意思決定を行
ってしまうかもしれない。その場合，本研究が目的とし
ている結果関連関与の高度とネガティビティ・バイアス
の強度の関係の検討に支障がでると考えられる。一方
で，各属性の重視度が全くない，すなわち全く重視され
ない情報であることも検討に支障をきたすと考えられ
る。つまり，本研究では各結果関連関与条件において呈
示される各属性が，ある一定以上かつ同程度の重視がな
されていることが求められる。そこで，実際の実験状況
において，この条件が満たされているかを確認するため
に，各決定（“就職先の決定”及び“アルバイト先の決
定”）において，各属性をどの程度重視するのかに対し
て９件法（１：極めて軽視する～９：極めて重視する）
で回答を求めた。
手続き
実験は集団で一斉に行われた。質問紙を研究協力者に
配布し，回答を行わせた。回答時間に制限は設けなかっ
た。質問紙への回答の終了及び質問紙の回収をもって実
験を終了とした。
追調査
本実験では，結果関連関与高条件の意思決定を「就職
先の決定」，結果関連関与低条件の意思決定を「アルバ
イト先の決定」としている。よって，「就職先の決定」
よりも「アルバイト先の決定」の方が結果関連関与が高
かったり，両方の意思決定の結果関連関与の高度が同程
度であったりする研究協力者のデータは分析から除外す
ることが妥当である。
本実験では，上記に該当するデータを除外するための
質問項目が含まれていなかったため，本実験から１週間
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後に，『本実験の質問紙に回答をしたか否かを，「はい・
いいえ」で回答をさせる質問項目』と『本実験で付与し
た各研究協力者を識別する番号を回答させる質問項目
（“覚えていない”という回答もあり得た）』，『就職先を
決めるという意思決定はどの程度あなたの将来に影響を
及ぼすものだと思いますか？」及び「アルバイト先を決
めるという意思決定はどの程度あなたの将来に影響を及
ぼすものだと思いますか？」という問に対してそれぞ
れ，９件法（１：全く影響を及ぼさない～９：極めて強
い影響を及ぼす）で回答をさせる質問項目』が含まれる
質問紙に回答をさせる追調査を行った。
結 果
マニュピレーション・チェック
結果関連関与の高度の操作 上記の本実験から１週間
後の追調査では５５名分の回答が得られた。そのうち『本
実験の質問紙に回答をしたか否かを，「はい・いいえ」
で回答をさせる質問項目』において，「はい」と回答し
た者は，５４名であった。その５４名のデータのうち，「就
職先を決めるという意思決定はどの程度あなたの将来に
影響を及ぼすものだと思いますか？」という質問項目に
対する回答の値が「アルバイト先を決めるという意思決
定はどの程度あなたの将来に影響を及ぼすものだと思い
ますか？」という質問項目に対する回答の値よりも小さ
い者，もしくは同程度の者のデータは６名分であった。
その６名分のうち，『本実験で付与した各研究協力者を
識別する番号を回答させる質問項目』の回答に基づき本
実験のデータと対応がとれたものは５名分であった。な
お，この５名分のデータは最終的に分析で使用するデー
タからは除外している。また，『本実験で付与した各研
究協力者を識別する番号を回答させる質問項目』に対す
る回答が同一であるデータが存在したが（同一であると
いうことは本来起こり得ない），それらは，追調査にお
けるマニュピレーション・チェックの結果による除外対
象には該当しないデータであった。本研究では，以上の
ことから，「１．本実験の質問紙に回答した全員が質問紙
を提出している」，「２．本実験から追調査までの間に両決
定の重要度が変化していない」のであれば，最終的に分
析で使用する４７名分のデータのうち，本研究において定
めた分析対象の基準から外れるデータは最大でも６名分
であると考える２）。
次に，上記の追調査における５５名分のデータから，①
『本実験の質問紙に回答をしたか否かを，「はい・いい
え」で回答をさせる質問項目』において，「いいえ」と
回答した者のデータ（１名分）及び，②本実験において
回答に不備のあった除外データ（７名分）のうち，追調
査のデータと対応のとれたデータ（１名分）を除外した
計５３名分のデータを基に各決定内容の結果関連関与の高
度の平均値と標準誤差を算出した（図３）。就職先の決
定の平均値と標準誤差は，それぞれ，８．１９と０．１３であっ
た。アルバイト先の決定の平均値と標準誤差は，それぞ
れ，５．５８と０．２５であった。次に，両決定内容の結果関連
関与の高度を従属変数とした対応のある t検定を行った
ところ２つの内容の間には結果関連関与の高度に有意差
がみられた（t（５２）＝１０．２３，p＜．０５，d＝１．７９）。以上
の結果を踏まえ，本研究では，以下，概ね結果関連関与
図３ 両条件の結果関連関与の高度
＊エラーバーは標準誤差を示す
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の操作は成し得たものとして議論を進める。
属性の重視度の操作 結果関連関与の条件別に各属性
の重視度の平均値と標準誤差を算出した（図４，５）。
その結果，結果関連関与高条件の労働条件，会社の安定
性，仕事のやりがいの平均値と標準誤差は，それぞれ順
に，６．７０と０．２７，６．６２と０．２８，７．０９と０．３０であった。結
果関連関与低条件の労働条件，仕事場の雰囲気，仕事内
容の好ましさの平均値と標準誤差は，それぞれ順に，６．７４
と０．２４，６．７７と０．３２，６．８１と０．２４であった。よって，両
条件のどの属性も，平均値が６～８点（９件法）の範囲
に収まっていた。
次に，各属性の重視度に差がみられるかを検討するた
めに，結果関連関与の条件ごとに属性の重視度を従属変
数とした，研究協力者内１要因の分散分析を行った。要
因は両条件とも「属性要因」であり，各水準は結果関連
関与高条件は，労働条件，会社の安定性，仕事のやりが
いであり，結果関連関与低条件は，労働条件，仕事場の
雰囲気，仕事内容の好ましさであった。なお，球面性の
仮定が保持されないものは，Huynh−Feldtのイプシロン
により自由度を修正し検定を行っている。その結果，結
果関連関与高条件及び結果関連関与低条件において，
「属性要因」の主効果は有意でなかった（順に，F
（１．７８，８１．７８）＝０．７０，p＞．０５，＝．０２；F（２，９２）
＝．０１，p＞．０５，＝．００）。以上の結果から，本研究で
用いた各属性は，上述した，「ある一定以上かつ同程度
の重視がなされている」といった点からみて，適切なも
図４ 結果関連関与高条件（就職先の決定）における各属性の重視度
＊エラーバーは標準誤差を示す
図５ 結果関連関与低条件（アルバイト先の決定）における各属性の重視度
＊エラーバーは標準誤差を示す
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のであったといえよう。
結果関連関与の高度による候補B選択率の差異
強ネガティブ情報パターン，弱ネガティブ情報パター
ンごとに，各条件のネガティビティ・バイアスの強度の
指標の１つである候補 B選択率の平均値と標準誤差を
算出した（図６，７）。その結果，強ネガティブ情報パ
ターンにおける，結果関連関与高条件と結果関連関与低
条件の候補 B選択率の平均値と標準誤差は，それぞれ
順に，８４．６３と２．５９，８１．８０と３．０３であった（単位は
％）。弱ネガティブ情報パターンにおける，結果関連関
与高条件と結果関連関与低条件の候補 B選択率の平均
値と標準誤差は，それぞれ順に，６８．３２と２．９３，６０．７０と
３．２８であった（単位は％）。
次に，結果関連関与高条件と結果関連関与低条件の候
補 B選択率の平均値に有意な差がみられるかを検討す
るために，それぞれのパターンごとに，対応のある t検
定を行った。なお，検定の際には，それぞれの値には角
変換を施した。その結果，弱ネガティブ情報パターンに
おいては条件間に有意な差がみられた（t（４６）＝２．２４，p
＜．０５，d＝０．３９）。一方，強ネガティブ情報パターンに
おいては条件間に有意な差がみられなかった（t（４６）＝
０．４３，p＞．０５，d＝０．０６）。
図６ 強ネガティブ情報パターンにおける候補 B選択率
＊エラーバーは標準誤差を示す
図７ 弱ネガティブ情報パターンにおける候補 B選択率
＊エラーバーは標準誤差を示す
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結果関連関与の高度によるネガティブ情報指定率の差異
強ネガティブ情報パターン，弱ネガティブ情報パター
ンごとに，ネガティビティ・バイアスの強度の指標の１
つであるネガティブ情報指定率の平均値と標準誤差を算
出した（図８，９）。その結果，強ネガティブ情報パ
ターンにおける，結果関連関与高条件と結果関連関与低
条件のネガティブ情報指定率の平均値と標準誤差は，そ
れぞれ順に，４７．２８と５．３７，３３．４５と５．４８であった（単位
は％）。弱ネガティブ情報パターンにおける，結果関連
関与高条件と結果関連関与低条件のネガティブ情報指定
率の平均値と標準誤差は，それぞれ順に２４．３５，３．６５と
３２．８６，５．３６とであった（単位は％）。
次に，結果関連関与高条件と結果関連関与低条件のネ
ガティブ情報指定率の平均値に有意な差がみられるかを
検討するために，それぞれのパターンごとに，対応のあ
る t検定を行った。なお，検定の際には，それぞれの値
には角変換を施した。その結果，強ネガティブ情報パ
ターンにおいては条件間に有意な差がみられた（t（４６）
＝３．３６，p＜．０５，d＝０．３９）。一方，弱ネガティブ情報パ
ターンにおいては条件間に有意な差がみられなかった
図８ 強ネガティブ情報パターンにおけるネガティブ情報指定率
＊エラーバーは標準誤差を示す
図９ 弱ネガティブ情報パターンにおけるネガティブ情報指定率
＊エラーバーは標準誤差を示す
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（t（４６）＝１．６０，p＞．０５，d＝０．２０）。
考 察
本研究は，「結果関連関与が高い意思決定の方が結果
関連関与が低い意思決定に比べ，ネガティビティ・バイ
アスが強くなる」という仮説を検討することにより，結
果関連関与が，意思決定におけるネガティビティ・バイ
アスの強度の変動を説明し得るか否かを検証することを
目的としていた。以下，結果に基づき仮説の検討を行
う。
選択課題の弱ネガティブ情報パターンにおいて，結果
関連関与高条件の方が結果関連関与低条件よりも候補 B
選択率が有意に高くなったこと，重視情報指定課題の強
ネガティブ情報パターンにおいて，結果関連関与高条件
の方が結果関連関与低条件よりもネガティブ情報指定率
が有意に高くなったことから，「結果関連関与が高い意
思決定の方が結果関連関与が低い意思決定に比べネガテ
ィビティ・バイアスが強くなる」という仮説は支持され
たといえよう。よって，結果関連関与は，意思決定にお
けるネガティビティ・バイアスの強度の変動を説明し得
る変数であると考えられる。しかしながら，弱ネガティ
ブ情報パターンにおいても，強ネガティブ情報パターン
においても，２つのネガティビティ・バイアスの強度の
指標のうち，仮説を支持する結果を得られた指標は，強
ネガティブ情報パターンでは，ネガティブ情報指定率，
弱ネガティブ情報パターンでは，候補 B選択率とそれ
ぞれ１つずつであり，更に，それぞれのパターンでは仮
説を支持する指標が異なっていた。なぜ片方の指標だけ
でしか仮説が支持されなかったのか，またなぜそれぞれ
のパターンでは仮説を支持する指標が異なったのかにつ
いては，結果からは，明確にすることができない。今後
の検討点の１つとして考えられよう。
それでは，なぜ意思決定における結果関連関与が高ま
るとネガティビティ・バイアスの強度は高くなるのであ
ろうか。ここでは，その理由の１つの候補として結果関
与が意思決定者の意思決定における志向性を変化させる
という可能性を提示する。
上述のように先行の議論においては，ネガティブな事
象によってもたらされた影響は，ポジティブな事象によ
ってもたらされた影響よりも取り消せる可能性が少ない
こと（Kanouse & Hanson，１９７２；Wojciszke，Brycz，＆
Borkenau，１９９３）が指摘されている。このようなこと
から考えても，意思決定におけるネガティビティ・バイ
アスの機能として，ネガティブな情報により注目するこ
とによって，“最高の意思決定結果”を得るよりも，“最
悪の意思決定結果”を避けるということがいえよう。差
し当たり，意思決定において，ネガティブな情報を注
目，重視して決定を行っていれば，最悪な結果というも
のは避けやすくなるであろう。言い換えれば，意思決定
におけるネガティビティ・バイアスは一種の心理的安全
装置ともいえよう。そして，結果関連関与はこの最悪の
意思決定結果を避けるという意思決定者の志向性の強さ
を決定する基準になるのではないだろうか。将来への影
響度が高い意思決定，すなわち結果関連関与の高い意思
決定であれば，最高の意思決定を志向するよりも，最悪
の意思決定を避けることをより志向するということも考
えられよう。意思決定課題の結果関連関与を査定し，そ
の志向性を調整した形でネガティビティ・バイアスの強
度を変動させ，意思決定を行うという１つの意思決定者
の心理過程が存在するのではなかろうか。
今後は，次の段階として，なぜ結果関連関与が高まる
と意思決定におけるネガティビティ・バイアスが高まる
のかということを，上記の可能性を考慮して検討するこ
とが課題として考えられよう。例えば，研究協力者に結
果関連関与が高い意思決定と結果関連関与が低い意思決
定を呈示し，それぞれの意思決定において，「何を第一
優先として考えるか」ということを自由記述やインタビ
ュー形式によって回答を求めるということやプロトコル
分析を用いて，意思決定者がどのようなことを考えてい
るのかについて検討することが考えられる。
また，本研究では，結果関連関与高条件と結果関連関
与低条件の２条件，すなわち，２つの高度の結果関連関
与の程度しか扱っていない。本研究の結果関連関与の定
義に基づけば，結果関連関与は連続体として扱うことが
できよう。本研究の結果では，結果関連関与が高まると
ネガティビティ・バイアスが高まるという結果になった
が，本研究で扱った結果関連関与の高度以上に高度が更
に高まる（あるいは低まる）とネガティビティ・バイア
スは低まる（あるいは高まる）という非線形な様態を示
すのかもしれない。広範囲の結果関連関与の高度を扱い
この点についても検討することが望まれよう。
本研究では，ネガティビティ・バイアスの強度の非一
貫性を結果関連関与という変数を導入することにより，
説明ができる可能性が示唆され，また結果関連関与を包
含した意思決定過程の存在が考えられた。Baumeister et
al．（２００１）や Rozin & Royzman（２００１）が主張するよ
うにネガティビティ・バイアスの適応的意義は十分ある
と考えられる。確かにネガティビティ・バイアスが全く
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生じない意思決定というのは時に危険なものとなろう。
しかしながら，ネガティブな情報に注目しすぎて，いつ
までたっても意思決定ができなかったり，多少のネガテ
ィブ情報が含まれている選択肢であっても結果的にはよ
い選択肢であるものを選択できなかったりといった不適
応も考えられよう。本研究によって，このような意思決
定における適応・不適応の両側面に寄与し得るネガティ
ビティ・バイアスの様相の解明には結果関連関与が重要
な変数であることが示されたと考えられる。
注
１）就職先の決定（結果関連関与高条件）において，研究協
力者に呈示する選択肢の情報のなかで，本来であれば
「けっこうある」と記載すべきところを「けっこある」
としてしまっている箇所が１箇所存在した。ただし，質
問紙に含まれている，研究協力者の感想や意見を書く欄
に，特に関連すると思われる記載がみられなかったこ
と，実験中に研究協力者から特に関連した質問がなかっ
たことから，本研究では研究協力者には実験者の意図が
伝わったと考えている。
２）６名分という算出の内容は，「６＝５９（①）－（５５（②）－１
（③）－１（④））」となっている。①は本実験における回
収データ数，②は追調査における回収データ数，③は
『本実験の質問紙に回答をしたか否かを，「はい・いい
え」で回答をさせる質問項目』において，「いいえ」と
回答した者のデータの数，④は追調査におけるマニュピ
レーション・チェックの結果による除外対象のうち本実
験のデータと対応がとれなかったデータ（それによる除
外ができなかったデータ）の数である。
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